
（平成２４～２５年度支援） 
原状回復事業事例：長崎県安定型最終処分場事案 

事 案 の 類 型 安定型最終処分場における不適正処理 

事 案 の 場 所 長崎県大村市 

行 為 者 
長崎県大村市 ・Ａ社 ・現代表取締役 Ｂ   

           ・前代表取締役 Ｃ 

規模及び種類 

埋立面積：約 ２７，０７５ｍ２（許可面積： ２５，０７５ｍ３） 

埋立容量：約２０４，７５０ｍ３（許可容量：１８８，９５０ｍ３） 

廃プラスチック類 

支障のおそれ 

浸透水から、基準値を超過するＣＯＤや、ヒ素やベンゼン等が検出さ

れており、下流河川の水質汚濁や周辺農作物への影響が生じるおそれが

ある。高濃度の硫化水素及びメタンガスが継続的に検出され、周辺環境

への悪臭等の支障が生じるおそれがある。許可区域外に廃棄物が埋め立

てられており、法面の崩壊、廃棄物の飛散流出のおそれがある。 

対策工の概要 

埋立法面の安定化を図るため、許可区域内では押さえ盛土及び覆土を

行い、許可区域外では不浸透性マットを施工した。雨水、地下水対策と

して、排水溝整備等を行い、保有水対策として揚水井等を設置・揚水を

行うとともに、有害ガス対策としてガス抜き管を設置した。 

除去した廃棄物

の種類及び量 
排出・処分量    ４６３．４ｔ 

代 執 行 費 用 ２９０，００５，８００円 

支援した資金額 ２１７，５０４，０００円 

 

   

代執行前 



【事案概要】 

Ａ社は、平成１０年３月に当該処分場の設置許可を取得、平成１０年９月に産業廃棄物

処分業の許可を取得し産業廃棄物処理業を営んできた。 

県は、平成１３年１０月、基準値を超過した浸出水（ＣＯＤ）を流出させたため改善勧

告を発出したが、事業者はこれを改善し、事業を再開した。平成１８年６月、再度基準値

を超過した浸出水（ＣＯＤ）を流出させたため、同年７月に改善勧告を発出したが、これ

については施設が改善されず、以後、廃棄物の搬入は行われていない。平成２０年６月、

再度基準値を超過した浸出水（ＣＯＤ）を流出させたため、同年７月、県は、施設の改善

命令及び使用停止命令を発出した。 

また、平成１９年１２月、県は、許可区域外の場所に廃棄物が埋め立てられている旨の

通報を受けて立入検査（試掘）を試みたが立入検査が妨害され、結果、平成２０年１１月、

立入検査（試掘）により許可区域外に廃棄物が埋め立てられていることを確認した。この

ため、県は、Ａ社に対して撤去指導を行ったが同社はこれに応じず、県は、平成２１年２

月、Ａ社に、同年４月、Ｂ及びＣに対して、それぞれ措置命令を発出したがＡ社等はこれ

を是正しなかったことから、県は、措置命令違反により刑事告発し、結果、Ｂは不法投棄

の罪で刑事罰が課せられた。 

さらに、平成２２年１１月、県は、Ａ社が基準値を超過した浸出水（ＣＯＤ）を流出さ

せたことや高濃度の硫化水素ガスが発生していることなどを確認したため、行為者に対し

て措置命令を発出した。 

その後措置命令が履行されないことから、専門家による会議を設置し、支障の状況につ

いて調査・検討を行ったうえで行政代執行により支障の除去を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

代執行後 


